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「第 3 回全国イノベーション調査報告」の概要は、次頁以降のとおりです。 
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1 第 3 回全国イノベーション調査について 
全国イノベーション調査は、我が国の民間企業のイノベーション活動の実態や動向を把握することを目的に、


















の推計値である。なお、日本の調査対象年は全て 2008 年秋のリーマンショック以降となっている。 
*2)国際比較における日本の比較対象国は米国、カナダ、英国、フランス、ドイツ、イタリア、中国、韓国のうち、OECD Science, Technology and Scoreboard 2013 もしくは Eurostat 
database でデータの入手が可能な国とした。  
*3)米国、カナダ、中国、韓国の数値は OECD Science, Technology and Scoreboard 2013 から引用した。なお、米国の数値は 2010 Business R&D and Innovation Survey（BRDIS；
調査対象年 2008 年～2010 年）の結果、カナダの数値は Survey on Innovation and Business Strategy 2009（SIBS；調査対象年 2007 年～2009 年）の結果、中国の数値は Industrial 
Enterprises Innovation Survey（調査対象年 2004 年～2006 年）の結果、韓国の数値は 2008 Korean Innovation Survey（調査対象年 2005 年～2007 年）の結果である。 




要 4 ヵ国、中国、韓国と比べて低い 
日本のプロダクト／プロセス・イノベーション実現割合が、米国、カナダ、英国、フランス、ドイツ、イタリア、中









図表 2 プロダクト又はプロセス・イノベーションのための活動を実施した企業の割合の国際比較 
 
*1)数値は母集団での全企業に占める割合の推計値である。また、日本の数値は国際比較のために他国と同様の基準に合わせて
CIS2010 の中核対象産業のみを含めた全産業（中核）の推計値である。なお、日本の調査対象年は全て 2008 年秋のリーマンショック以降
となっている。 
*2)国際比較における日本の比較対象国は米国、カナダ、英国、フランス、ドイツ、イタリア、中国、韓国のうち、OECD Science, Technology 
and Scoreboard 2013 もしくは Eurostat database でデータの入手が可能な国とした。 
*3)米国、カナダ、中国、韓国の数値は OECD Science, Technology and Scoreboard 2013 から引用した。なお、米国の数値は 2010 
Business R&D and Innovation Survey（BRDIS；調査対象年 2008 年～2010 年）の結果、カナダの数値は Survey on Innovation and 
Business Strategy 2009（SIBS；調査対象年 2007 年～2009 年）の結果、中国の数値は Industrial Enterprises Innovation Survey（調査
対象年 2004 年～2006 年）の結果、韓国の数値は 2008 Korean Innovation Survey（調査対象年 2005 年～2007 年）の結果である。 


























図表 3 プロダクト又はプロセス・イノベーションのための活動実施状況と各阻害要因を経験した企業の割合 
 
*1)左図の数値は母集団での全企業に占める割合の推計値である。 



















図表 4 従業者に占める大卒割合とイノベーションの関係 





















図表 5 企業グループへの所属の有無とイノベーションの関係 





















図表 6 海外での製品・サービスの販売の有無とイノベーションの関係 































*8)「（中核）」は、OECD 等での国際比較のために本調査が用いる CIS2010 の中核対象産業のみが含まれていることを示す。 



























*5)「（中核）」は、OECD 等での国際比較のために本調査が用いる CIS2010 の中核対象産業のみが含まれていることを示す。 
























*5)「（中核）」は、OECD 等での国際比較のために本調査が用いる CIS2010 の中核対象産業のみが含まれていることを示す。 
*6)小規模とは常用雇用者数（国内及び海外）10 人以上 49 人以下の企業、中規模とは同 50 人以上 249 人以下の企業、大規模とは同 250 人以上の企業を指す。 
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（参考）イノベーションに関する定義 
 
プロダクト・イノベーション 
プロダクト・イノベーションとは、自社にとって新しい製品・サービス（プロダクト）を市場へ導入することを指す。ただし、
ここでの新しい製品・サービスとは、機能・性能・技術仕様・使いやすさ・原材料・構成要素・中身のソフトウェア・サブ
システム・提供方法（サービスの場合のみ）について新しくしたものだけでなく、これらについて既存の製品やサービ
スを大幅に改善したものも指す。また、既存の知識や技術を組み合わせたものや、新しい用途へ転用したものも含ま
れる。ただし、新しい製品の転売、単なる外見だけの変更、定期的もしくは季節ごとに行われる変更、ルーチン化さ
れたアップデートは除く。また、プロダクト・イノベーションは、自社にとって新しいものを指し、自社の市場において新
しいものである必要はない。つまり、他社が既に導入している製品・サービスを自社が改めて導入する場合も、それ
が自社にとって新しければ、プロダクト・イノベーションと呼ぶ。なお、製品とはスマートフォン、家具、パッケージソフト
等といった有形物だけでなく、ダウンロードによって取得されるソフトウェア、音楽、映画等も指す。また、サービスとは、
小売、保険、教育、旅客輸送、コンサルティング等の無形物を指す。 
 
プロセス・イノベーション 
プロセス・イノベーションとは、自社における生産工程・配送方法・それらを支援する活動（プロセス）について、新し
いもの又は既存のものを大幅に改善したものを導入することを指す（技法、装置、ソフトウェア等の変更を含む）。また、
プロセス・イノベーションは、自社にとって新しいものを指し、自社の市場において新しいものである必要はない。つ
まり、他社が既に導入している新しい生産工程・配送方法・それらを支援する活動を自社が導入する場合も、それが
自社にとって新しければ、プロセス・イノベーションと呼ぶ。 
 
プロダクト又はプロセス・イノベーションのための活動 
プロダクト又はプロセス・イノベーションのための活動には、研究開発活動、及び、プロダクト又はプロセス・イノベー
ションの開発・実現を目的とした機械・装置・ソフトウェア・ライセンスの取得、エンジニアリング・開発活動、デザイン、
教育訓練、マーケティング等を含む。 
 
組織イノベーション 
組織イノベーションとは、業務慣行（ナレッジ・マネジメントを含む）、職場組織の編成、他社や他の機関等社外との
関係に関して、自社がこれまでに利用してこなかった新しい組織管理の方法の導入を指す。ただし、これらの方法の
導入は、マネジメントによる戦略的な意思決定に基づくものとする。また、自社にとって初めてのことでもM&A（合併
と買収）の実施そのものは除く。 
 
マーケティング・イノベーション 
マーケティング・イノベーションとは、自社の既存のマーケティング手法とは大幅に異なり、なおかつこれまでに利用
したことのなかった新しいマーケティング・コンセプトやマーケティング戦略の導入を指す。具体的には製品・サービ
スの外見上のデザイン、販売促進方法、販売経路、価格設定方法に関する大幅な変更を指す。ただし、自社の既
存のマーケティング手法で季節的・定期的に、又はルーチン化されて行われている変更は除く。 
